別記高第１号様式　　　　　　　　　　　　
山口県ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金等交付申請・請求書
                                                    　　　　 年　 　月　 　日
     山口県知事　様
                                                     申請者の氏名 　　　         　     
   高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援給付金の交付を受けたいので、下記により申請・請求します。　※　いずれかに○をつけること。
	①　氏　名
（個人番号）
	 ﾌﾘｶﾞﾅ
	 生年月日

	        年 　 月    日生
　　　（　　　　歳）

	
	
	
	

	
	個人番号
	
	

	② 住　所・
   電話番号

	 （ 〒　　　　-            ）                                                                                     
                                                         
	 電話（           ）
   　  －


	③過去の受給の有無等
	過去に（高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援給付金）を受けたことが（ある ・ ない）

	④本給付金と同時に利用す
る給付金・貸付金について
	

	⑤養成機関
  及び修業
  内容につ
  いて
	養成機関名
	

	
	所在地
	
	 電話（           ）
        －

	
	修業期間

	　 　　年　　月　　日 ～　　　  年　  月　  日

	 養成区分
   昼間  ・  夜間

	
	 修業に
係る資格
	 看護師・准看護師・保健師・助産師・介護福祉士・理学療法士・作業療法士・保育士・
理容師・美容師・歯科衛生士・社会福祉士・製菓衛生師、調理師、その他

	⑥児童扶養手当証書番号
	

	⑦児童扶養手当の受給の証明

	 上記申請者は、児童扶養手当を受給していることを証明する。
            　    （担当者氏名）                   　  　

	⑧所得の額

	＜高等職業訓練促進給付金＞ 
 前年（１月から７月ま
  での間に申請する場合
  は前々年）の所得額
                   円
	⑨養育費の 　額

	 ＜高等職業訓練促進給付金＞ 
            　円
  （前年（１月から７月までの間に申請する場合は前　々年）の養育費の額）           
　×８割　＝            円

	
	＜高等職業訓練修了支援給付金＞
 修業開始日の属する年の前年（１月から７月までの間に申請する場合は前々年）の所得額
                   円
 修了日の属する年の前年（１月から７月までの間に申請する場合は前々年）の所得額
                   円
	
	＜高等職業訓練修了支援給付金＞
             　円
  （修業開始日の属する前年（１月から７月までの間　に申請する場合は前々年）の養育費の額）                                    
　×８割　＝            円
             　円
  （修了日の属する前年（１月から７月までの間に申　請する場合は前々年）の養育費の額 
　×８割　＝            円

	⑩市町村民税が課されない者の該当の有無
	該当する　・ 該当しない


（裏面）
	⑪申請者と同一の世帯に属する者の氏名等について
（住民票の世帯が別であっても、直系の血族又は兄弟姉妹で申請者と生計を同じくする方は記載してください。）

	１氏　名
（個人番号）
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	生年月日
	　　年　　月　　日生
（　　　　歳）

	
	
	
	

	
	個人番号
	続柄
	

	住　所
	（〒　　－　　　）
	申請者の地方税上の扶養親族に　該当・非該当

	２氏　名
（個人番号）
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	生年月日
	　　年　　月　　日生
（　　　　歳）

	
	
	
	

	
	個人番号
	続柄
	

	住　所
	（〒　　－　　　）
	申請者の地方税上の扶養親族に　該当・非該当

	３氏　名
（個人番号）
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	生年月日
	　　年　　月　　日生
          （　　　　歳）

	
	
	
	

	
	個人番号
	続柄
	

	住　所
	（〒　　－　　　）
	申請者の地方税上の扶養親族に　該当・非該当

	４氏　名
（個人番号）
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	生年月日
	　　年　　月　　日生
          （　　　　歳）

	
	
	
	

	
	個人番号
	続柄
	

	住　所
	（〒　　－　　　）
	申請者の地方税上の扶養親族に　該当・非該当

	５氏　名
（個人番号）
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	生年月日
	　　年　　月　　日生
（　　　　歳）

	
	
	
	

	
	個人番号
	続柄
	

	住　所
	（〒　　－　　　）
	申請者の地方税上の扶養親族に　該当・非該当

	上記１~５に記載した者のうち、婚姻（※）によらないで母又は父となったもので、現に婚姻（※）していないものがいる場合、該当する番号に✓点をしてください。

（※）民法（明治29年法律第89号）上の婚姻
	□１　　□２　　 □３
□４　　□５

	（備考）


（注）

１「④本給付金と同時に利用する給付金・貸付金について」欄は、本給付金と同時に利用する給付金・貸付金がある場合には、必ず記載してください。
２「⑦児童扶養手当の受給の証明」欄は、県において児童扶養手当を受給している方については、県で確認の上、記名します。
その場合、児童扶養手当証書の写しを添付する必要はありません。 また、「⑧所得の額」欄及び「⑨養育費の額」欄の記入の必要もありません。
３「⑨養育費の額」欄は、児童扶養手当を受給していない方が、養育費の申告書に基づき記載してください。
※　この申請・請求書に、それぞれ次の書類を添付して提出してください。
◎高等職業訓練促進給付金
・  申請者及び扶養している児童の戸籍謄本又は抄本及び世帯全員の住民票の写し(１か月以内交付のもの）
・　児童扶養手当証書の写し（母子家庭の母又は父子家庭の父が児童扶養手当受給者の場合。ただし、８月から10 月の間に申請する場合を除く。）又は前年（１月から７月までの間に申請する場合には、前々年）の所得の額並びに扶養親族等の有無及び数並びに所得税法（昭和40年法律第33号）に規定する70歳以上の同一生計配偶者、老人扶養親族及び特定扶養親族の有無及び数についての市町村長（特別区長を含む。以下同じ。）の証明書（同法に規定する控除対象扶養親族（19歳未満の者に限る）がある方については、当該控除対象扶養親族の数を明らかにすることができる書類（別記高第1号の1様式「16歳以上19歳未満の控除対象扶養親族に関する申立書」）及び当該控除対象扶養親族の前年の所得の額についての市町村長の証明書を含む。）及び養育費に関する申告書

・　交付要綱第４条１(1)に掲げる方は、当該対象者及び当該対象者と同一の世帯に属する者の地方税法の規定による市町村民税に係る納税証明書その他交付要綱第４条１(1)に掲げる者に該当することを証明する書類

・　支給申請時に修業している養成機関の長が証明する在籍証明書
・　口座振替申出書
 ◎高等職業訓練修了支援給付金
・　申請者及び扶養している児童の戸籍謄本又は抄本（修業開始日及び修了日における状況を証明できるものに限る。）
・　申請者の属する世帯全員の住民票の写し（修了日における状況を証明できるものに限る。）
・　児童扶養手当証書の写し（母子家庭の母又は父子家庭の父が児童扶養手当受給者の場合。ただし、８月から10月までの間に申請する場合を除く。）又は前年（１月から７月までの間に申請する場合には、前々年）の所得の額並びに扶養親族等の有無及び数並びに所得税法に規定する70歳以上の同一生計配偶者、老人扶養親族及び特定扶養親族の有無及び数についての市町村長の証明書（同法に規定する控除対象扶養親族（19歳未満の者に限る）がある方については、当該控除対象扶養親族の数を明らかにすることができる書類（別記高第1号の1様式「16歳以上19歳未満の控除対象扶養親族に関する申立書」）及び当該控除対象扶養親族の所得の額についての市町村長の証明書を含む。）（修業開始日の属する年の前年（修業開始日の属する月が1月から7月までの場合にあっては、前々年とする。）及び修了日の属する年の前年（修了日の属する月が１月から７月までの場合にあっては、前々年とする。）の状況を証明できるものに限る。）及び養育費に関する申告書
・　交付要綱第４条２(1) に掲げる方は、当該対象者及び当該対象者と同一の世帯に属する者の地方税法の規定による市町村民税に係る納税証明書その他交付要綱第４条２(1) に掲げる者に該当することを証明する書類（修了日の属する年度（修了日の属する月が４月から７月までの場合にあっては、前年度とする。）の状況を証明できるものに限る。）
・　修業していた養成機関の長が証明する当該カリキュラムの修了証明書の写し
・　口座振替申出書
